
別表第１（第３条関係）   

1 公有水面埋立法等に基づく事務
2 地方自治法に基づく事務
3 児童福祉法に基づく事務
4 国有財産法に基づく国土交通大臣の所管に属する国有財産に関する事務
5 国有財産法に基づく農林水産大臣の所管に属する国有財産に関する事務
6 母体保護法に基づく事務
7 保健師助産師看護師法等に基づく事務
8 歯科衛生士法に基づく事務
9 医療法等に基づく事務

10 中小企業等協同組合法に基づく事務
11 漁港及び漁場の整備等に関する法律等に基づく事務
12 火薬類取締法等に基づく事務
13 港湾法等に基づく事務
14 診療放射線技師法等に基づく事務
15 旅券法に基づく事務
16 農地法に基づく事務
17 土地区画整理法に基づく事務
18 歯科技工士法等に基づく事務
19 海岸法等に基づく事務
20 租税特別措置法に基づく事務
21 駐車場法に基づく事務
22 中小企業団体の組織に関する法律に基づく事務
23 分収林特別措置法に基づく事務
24 調理師法等に基づく事務
25 老人福祉法に基づく事務
26 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく事務
27 大気汚染防止法に基づく事務
28 騒音規制法に基づく事務
29 都市計画法等に基づく事務
30 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく事務
31 都市再開発法等に基づく事務
32 建築物における衛生的環境の確保に関する法律等に基づく事務
33 悪臭防止法に基づく事務
34 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づく事務
35 公有地の拡大の推進に関する法律に基づく事務
36 振動規制法に基づく事務
37 浄化槽法に基づく事務
38 計量法に基づく事務
39 被災市街地復興特別措置法に基づく事務
40 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律等に基づく事務
41 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務
42 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律等に基づく事務
43 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく事務
44 農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく事務
45 身体障害者福祉法施行令に基づく事務
46 栄養士法施行令に基づく事務
47 死体解剖保存法施行令に基づく事務
48 医師法施行令に基づく事務
49 歯科医師法施行令に基づく事務
50 臨床検査技師等に関する法律施行令に基づく事務
51 薬剤師法施行令に基づく事務
52 理学療法士及び作業療法士法施行令に基づく事務
53 製菓衛生師法施行令等に基づく事務
54 視能訓練士法施行令に基づく事務
55 クリーニング業法施行規則に基づく事務
56 戦傷病者特別援護法施行規則に基づく事務
57 救急病院等を定める省令に基づく事務
58 障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令等に基づく事務
59 熊本県ふぐ取扱条例等に基づく事務
60 熊本県港湾管理条例に基づく事務
61 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく事務
62 熊本県心身障害者扶養共済制度条例等に基づく事務
63 熊本県地下水保全条例に基づく事務
64 熊本県高齢者、障害者等の自立と社会的活動への参加の促進に関する条例に基づく事務
65 熊本県入浴施設におけるレジオネラ症の発生防止のための衛生管理に関する条例に基づく事務
66 熊本県地球温暖化の防止に関する条例に基づく事務
67 学校教育法に基づく事務
68 学校給食法施行令等に基づく事務



別表第２（第４条関係）

移 譲 事 務

1 公有水面埋立法等に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

2 地方自治法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

3 児童福祉法に基づく事務 事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

4 国有財産法に基づく国土交通大臣の所管に属する国有財産に
関する事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

5 国有財産法に基づく農林水産大臣の所管に属する国有財産に
関する事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

6 母体保護法等に基づく事務

7 保健師助産師看護師法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第７号（１）及び（２）に掲げる事務については、１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

（２） 条例別表第７号（４）に掲げる事務のうち、保健師助産師看護師法施行令（昭和２８年制令第３８６号）第１条の３第２
項、第６条第２項、第７条第２項（同令附則第２項において準用する場合を含む。）に関する事務については、前年度に
おいて熊本市及び山鹿市が処理した事務により県に帰属する手数料の１００分の２０に相当する額を基準として知事が定
める額

（３） 保健師等の免許申請、保健師等籍並びに准看護師籍の登録事項変更・登録抹消に関する事務については、事務取扱件数に
１，０００円を乗じて得た額

（４） （１）、（２）及び（３）以外の事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

8 歯科衛生士法に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

9 医療法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第９（１）から(７)までに掲げる事務については、均等割額１００，０００円及び1件当りの処理額に事務取扱
件数を乗じて得た額の合計額

（２） 条例別表第９号（８）から（２７）までに掲げる事務については、均等割額３０，０００円及び１件当りの処理額に事務
取扱件数を乗じて得た額の合計額

10 中小企業等協同組合法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

11 漁港及び漁場の整備等に関する法律等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

Ⅰ　条例別表第１１号（１）から（５）までに掲げる事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

Ⅱ　条例別表第１１号（６）に掲げる事務

（１） 条例別表に規定する法又は条例の施行のための規則に基づく事務の範囲を定める規則（平成１２年熊本県規則第２３号。
以下本表において「規則」という。）表第１号に掲げる施行細則第２条第１項及び第３条第１項に関する事務について
は、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 規則表第１号に掲げる施行細則第４条に関する事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

条例別表第６号（２）、（６）、（７）、（９）から（１５）までに掲げる事務については、１件当りの処理額に事務取扱件数
を乗じて得た額



移 譲 事 務 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

12 火薬類取締法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１５，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

（１） 均等割額　２８，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

13 港湾法等に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

14 診療放射線技師法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第１４号（１）に掲げる事務については、均等割額１００，０００円及び１件当りの処理額に事務取扱件数を乗
じて得た額の合計額

（２） 診療エックス線技師免許証の再交付等申請に関する事務については、前年度において熊本市が処理した事務により県に帰
属する手数料の額の１００分の２０に相当する額を基準として知事が定める額

（３） （１）及び（２）以外の事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

15 旅券法に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　４１，０００円

（２） 一般旅券の発給に関する事務については、事務取扱件数に７１４円を乗じて得た額

（３） 一般旅券の渡航先の追加に関する事務については、事務取扱件数に１４３円を乗じて得た額

（４） 一般旅券の査証欄の増補に関する事務については、事務取扱件数に２３９円を乗じて得た額

16 農地法に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１５，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

17 土地区画整理法に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

18 歯科技工士法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額  １００，０００円
（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

19 海岸法等に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

20 租税特別措置法に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

21 駐車場法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

22 中小企業団体の組織に関する法律に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

23 分収林特別措置法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

Ⅰ　条例別表第１２号（１）、（８）から(19)まで、(21)、(23)及び(25)から(29)までに関する事務（煙火の消費に係るものを
除く。）については、次に掲げる額の合計額

Ⅱ　条例別表第１２号(16)から(19)まで及び(26)に関する事務（煙火の消費に係るものに限る。）については、次に掲げる額の
合計額



移 譲 事 務 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

24 調理師法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第２４号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１３０円を乗じて得た額
（２） 条例別表第２４号（２）に掲げる事務のうち、調理師名簿登録消除に関する事務については、事務取扱件数に１，０００

円を乗じて得た額
（３） 条例別表第２４号（３）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額
（４） 上記以外の事務については、前年度において熊本市及び山鹿市が処理した事務により県に帰属する手数料の額の１００分

の２０に相当する額を基準として知事が定める額
25 老人福祉法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

26 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく事務 事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

27 大気汚染防止法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

28 騒音規制法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

29 都市計画法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

Ⅰ　条例別表第２９号（４）、（８）、(３４)及び(３８)に掲げる事務

　事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

Ⅱ　条例別表第２９号（１）、（２）及び(２４)から(３３)までに掲げる事務

　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

30 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１４，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

31 都市再開発法等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１５０，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

32 建築物における衛生的環境の確保に関する法律等に基づく事
務

33 悪臭防止法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

34 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づく
事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

35 公有地の拡大の推進に関する法律に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

36 振動規制法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

37 浄化槽法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

38 計量法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

39 被災市街地復興特別措置法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

40 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 条例別表第４０号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に３００円を乗じて得た額

（３） （２）以外の事務については、１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

41 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく事務

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に
基づく事務

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律等に基づく事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額　

Ⅲ　条例別表第２９号（３）、（５）から（７）、（９）から(２３)まで、（２９）から（３３）まで（開発行為の許可等に関
する事務に限る。）及び(３５)から(３７)までに掲げる事務については、次に掲げる額の合計額。ただし、手数料を徴収する場
合において、当該徴収に係る手数料が当該交付対象市の歳入となる場合には、合計額から当該交付市の前年度の徴収に係る当該
手数料相当額を控除して得た額とする。

条例別表第３２号（２）、（３）及び（５）の事務については、１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額



移 譲 事 務 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

42 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

43 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律に基づく事務

１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

44 農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

45 身体障害者福祉法施行令に基づく事務 事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

46 栄養士法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第４６号（１）及び（２）の事務のうち、登録の抹消に関する事務については、事務取扱件数に１，０００円を
乗じて得た額

（２） 条例別表第４６号（１）の事務のうち、免許の申請、書換え交付及び再交付に関する事務については、前年度において熊
本市及び山鹿市が処理した事務により県に帰属する手数料の額の１００分の２０に相当する額を基準として知事が定める
額

（３） 条例別表第４６号（２）（（１）以外の事務に限る。）に掲げる事務については、事務取扱件数に７５０円を乗じて得た
額

（４） 条例別表第４６号（４）及び（５）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

47 死体解剖保存法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第４７号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第４７号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

48 医師法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第４８号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第４８号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

49 歯科医師法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第４９号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第４９号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

50 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第５０号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５０号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

51 薬剤師法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第５１号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５１号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

52 理学療法士及び作業療法士法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第５２号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５２号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

53 次に掲げる額の合計額

（１） 製菓衛生師名簿訂正・登録消除に関する事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５３号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

（３） （１）及び（２）以外の事務については、前年度において熊本市及び山鹿市が処理した事務により県に帰属する手数料の
額の１００分の２０に相当する額を基準として知事が定める額

54 視能訓練士法施行令に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第５４号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５４号（２）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律等に基
づく事務

製菓衛生師法施行令等に基づく事務

臨床検査技師等に関する法律施行令に基づく事務



移 譲 事 務 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

55 クリーニング業法施行規則に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 免許証の返納及び提出に関する事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

（２） （１）以外の事務については、前年度において熊本市が処理した事務により県に帰属する手数料の額の１００分の２０に
相当する額を基準として知事が定める額

56 戦傷病者特別援護法施行規則に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 補装具の支給等及び戦傷病者手帳記載事項訂正に関する事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） （１）以外の事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

57 救急病院等を定める省令に基づく事務 事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

58 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第５９号（１）に掲げる事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） 条例別表第５９号（２）及び（３）に掲げる事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

59 次に掲げる額の合計額

（１） 条例別表第６０号（１）並びに規則表第５号（１）及び（２）に掲げる事務については、前年度において熊本市が処理し
た事務により県に帰属する手数料の額の１００分の２０に相当する額を基準として知事が定める額

（２） （１）以外の事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

60 熊本県港湾管理条例に基づく事務

　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

61 熊本県生活環境の保全等に関する条例に基づく事務 次に掲げる額の合計額

Ⅰ　条例別表第６２号（１）、（２）、（３）イからオ、及び（４）に掲げる事務

（１） 当該市町村の人口に応じて、別表第３に掲げる額

（２） 前年度末日現在における工場・事業所数（熊本県生活環境の保全等に関する条例（昭和４４年熊本県条例第２３号）第９
条、第３０条及び第４４条に規定する届出工場・事業場）に応じて、別表第４に掲げる額

（３） 前年度における届出受理件数に７０円を乗じて得た額

（４） 前年度における立入検査件数に７００円を乗じて得た額

Ⅱ　条例別表第６２号（３）アに掲げる事務

　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

62 熊本県心身障害者扶養共済制度条例等に基づく事務 次に掲げる額の合計額

（１） 掛け金減免該当者の現況届出に関する事務については、事務取扱件数に１，０００円を乗じて得た額

（２） （１）以外の事務については、事務取扱件数に５００円を乗じて得た額

Ⅱ　条例別表第６１号（２）に掲げる事務

　前年度において県に帰属する使用料（払込書又は報告書の額）の総額の１０分の４（三角港については１０分の３）に相当す
る額以内で知事が定める額

Ⅰ　条例別表第６１号（１）に掲げる事務

障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令等に
基づく事務

熊本県ふぐ取扱条例等に基づく事務



移 譲 事 務 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式

63 熊本県地下水保全条例に基づく事務 次に掲げる額の合計額　

Ⅰ 条例別表第６４号（１）から（３）まで及び（８）から（１１）までに掲げる事務（熊本市のみ）

（１） 均等割額　５０，０００円

（２） 前年度末日現在における工場・事業所数（熊本県地下水保全条例第８条に規定する届出工場・事業場）に応じて、別表第
４に掲げる額

（３） 前年度における届出受理件数に７０円を乗じて得た額

（４） 前年度における立入検査件数に７００円を乗じて得た額

Ⅱ 条例別表第６４号（４）～（７）までに掲げる事務（熊本市を含む２０市町村）

（１） 均等割額  ５０，０００円

（２） 前年度の申請、届出、提出及び報告件数に７０円を乗じた額

（３） 熊本県地下水保全条例第２５条の規定に基づく指定地域の面積（１ｋ㎡未満の端数は四捨五入とする。）に２００円を乗
じて得た額

64 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

65 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

66 次に掲げる額の合計額

（１） 均等割額　１００，０００円

（２） 件数割額　１件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

67 学校教育法に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

68 学校給食法施行令等に基づく事務 １件当りの処理額に事務取扱件数を乗じて得た額

備考 　事務を年度の途中から権限移譲した場合の当該市町村等の当該事務に係る均等割の額は、この表の算定欄に定める均等割額に当該事務の処理を行う期間の年度全体の期間に占める割合を乗
じて得た額とする。

熊本県入浴施設におけるレジオネラ症の発生防止のための衛
生管理に関する条例に基づく事務

熊本県地球温暖化の防止に関する条例に基づく事務

熊本県高齢者、障害者等の自立と社会的活動への参加の促進
に関する条例に基づく事務



別表第３（第４条関係）

２０，０００ 人未満 １０，０００ 円

２０，０００ 人以上 ４０，０００ 〃 ２０，０００ 円

４０，０００ 〃 ６０，０００ 〃 ３０，０００ 円

６０，０００ 〃 ８０，０００ 〃 ４０，０００ 円

８０，０００ 〃 １００，０００ 〃 ５０，０００ 円

１００，０００ 〃 １２０，０００ 〃 ６０，０００ 円

１２０，０００ 〃 ７０，０００ 円

ただし、熊本市は２００，０００円とする。

別表第４（第４条関係）

１ 工場等以上 １０ 工場等以下 １０，０００ 円

１１ 〃 ３０ 〃 １５，０００ 円

３１ 〃 ５０ 〃 ２０，０００ 円

５１ 〃 １００ 〃 ３０，０００ 円

１０１ 〃 ５００ 〃 ４０，０００ 円

５０１ 〃 １，０００ 〃 ５０，０００ 円

１，００１ 〃 １００，０００ 円

人 口 金 額

工場・事業場数 金額


